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経済学研究 39-3
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国際マーケテイング戦略に関する比較研究

一一日本と韓国の企業の海外戦略要因を中心に一一

李

第1章研究の目的

第1節研究の目的

1980年代に入ってから多国籍企業が選択する

競争要因はかなり変わって来ている。輸出競争

力は数多くの要因が結合して決定される。その

要因の中でも輸出マーケティングは輸出競争力

を決定づけるもっとも重要な変数の 1つである

と見ることができる。従って企業の輸出マーケ

ティング活動が強化されればされるほどその圏

全体の輸出競争力は強くなるといえる。

国の経済成長には市場の拡大という必然的命

題が伴う。最近国際経済の大きな動きとして注

目を浴びているのは多国籍企業の目覚ましい成

長である。各国とも国内市場の規模の狭小で市

場拡大に悩まされている O 尚，海外市場に対す

る独自的マーケティング能力が不足している状

況下ではこう言った命題に対して輸出というメ

カニズム (mechanism)を通して市場拡大を試

みて行かなければならなL、。韓国の場合“生存

のための輸出 (Exportto Survive)"。とい
う表現をする学者もいるぐらいであるから輸出

の重要性はきわめて高いと言わねばならない。

しかし一方では従来までの労働集約的産業を

中心とする製品では追い上げて来る後発開発途

1)これは JohnCalverlyが KOREA: Exporting 
to survive (London : Euromoney Publications 

Ltd， 1982)で使用した。

性 匝巳

上国との国際競争力がなくなってきている。従

って，技術移転や技術導入による技術集約的産

業を中心とした製品で、もって市場の拡大を試み

るべきという説もでている。

一般に，市場の拡大は海外市場の浸透に専念

する 1次的市場拡大と内需市場を優先的に確保

し，その余力でもって海外市場へと進出を試み

る2次的市場拡大とに区分される。最近少し違

った傾向は見せているものの日本も韓国もこれ

までの市場拡大努力からみて輸出・内需両部門

がはっきりと区分されている 1次的市場拡大の

立場であるといえる。

日本も韓国も成し遂げた急速な経済成長が大

部分輸出によるものであるという前提から，両

国の市場拡大努力がどんなメカニズムを通して

成り立ってきたかを注意深く観察してみると，

輸出に対してどれだけの関心を注いで、来たかを

知ることができる。ピアシは「特に海外の顧客

と輸出企業を直接的に連結させる機能が正に輸

出マーケティングであるから輸出のあらゆる機

能の中でもマーケティング機能に対する研究調

査活動が輸出に対する関心度の増加に比例し，

より、活発に行われるべきである。j2J と言ってい

る。その内容をより具体的に表現すると企業の

輸出実績 (Export Performance) をより効

果的に増進させるためにはマーケティング変数

に対する集中的な研究が必要であるということ

2) Nig巴1Piercy， Export Strategy : Markets and 
Comρetitio仰 (London: George Allen & Unwin 
Ltd， 1982)， p. 6. 
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にほかならない。

本論文の目的は， こういった輸出マーケティ

ング変数の中でも特に海外市場での競争力強化

という大命題に対して日本と韓国の輸出企業が

海外市場へと進出を試みる際にどのような変数

を競争要因として選択しているか，そしてまた

それが今後の実績向上によりよい効果をもたら

すのかという問題に関して日本と韓国の国際マ

ーケティング戦略の比較により提示することに

ある。

過去，輸出企業がもっていた比較優位は低い

労働賃金による価格競争力であったことはいう

までもなし、。まだ韓国は日本にくらべれば遥か

に安い労働賃金で価格競争力をもってはいる

が， こういった比較優位は継続的な原価上昇要

因の出現と後発開発途上国の猛烈な追い上げに

より益々弱体化されてし、く状態である。従って

低賃金による価格競争力だけでは激しい競争下

にある海外市場での生存と成長が不可能になっ

て来ている。以上のような状況から企業が取る

べき戦略は価格以外の競争要因を見いださなけ

ればならない事は明らかである。こうして韓国

はこれまで行つできた競争方式から脱皮し価格

以外の競争要因を開発することによって解決を

図らねばならなくなっている。一方で， 日本も

また追い上げと海外からの圧力に耐えながら海

外市場での競争力を強固なものにしていくため

に輸出マーケティング変数に対する研究調査が

益々必要になると言えるのであろう。

輸出マーケティング変数としてどのような競

争要因を選択すべきかという問題を考慮する

際，ア・プリオリに諸要因を列記し，そこでの

要因のプライオリティを理論的に決定していく

という方式も考えられるがここでは現実的な対

応策から出発した要因がとりあげられ比較検討

される。

なお，本論文では日本と韓国の企業の体質に

合う競争要因を発見し，比較するところにある

から，本論文の調査結果は個別企業の立場より

は日本と韓国の企業体質にどんな変数が適合し

ているかということと，両国の違いはどんなと

ころにあるかといった点を見るに過ぎないこと

になろう。

こうして本論文は次の 2つの問題に主眼点が

おかれることになる。

1) 輸出実績のよい企業はどのような変数を

競争要因として採択しているか。

2) 1)の結果から見て輸出実績を増大させ

ょうとする場合どのような競争戦略が考え

られるか。

第2節研究の対象と範囲

本論文の研究対象と範囲は次の通りである。

1) 両国の貿易のうち輸出だけを対象にし

た。

2) 研究対象になった輸出企業は内需より輸

出依存度が高い，つまり輸出比率(輸出額/

総売上)が50%を越える範囲内で選定した。

3) 対象業種はサーピス業を除いた総ての産

業部門を対象とした。

4) 調査対象企業を選定する際には収益性と

成長性の 2分類を基準とした。

第3節研究の方法

本研究を進めていくためには次のような2つ

の方法を使用した。

1) 文献調査及び2次的資料の収集

・輸出マーケティングと競争戦略に関連す

る文献の収集

・日本の企業の競争要因選択現況

.競国の企業の競争要因選択現況

.両国政府発行各種統計資料

2) 企業訪問及びアンケート調査

日本121社と韓国81社に対し，アンケート表

を使用して個別面接 (lndividuallnterview)，

郵送法による調査，電話インタビューを併用に

実施して次のような資料が収集された。

・一般的な特性資料
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の選択実態資料

・実績繁料

こういった3つの方法で収集された資料を分

析するためにSASによる一般的な統計処理と

交幾分離分析 (CROSSTABS)技法を使患し

た。この時使用したコンピュ…pは北謀議大学

大型計算機-i:':ンターに設置されている HITAC

M-682H， S-810/問機種で、ある。設定された

ンケート表を議して求められた各々の

してカイスクェプなりの{議でもっ

てその有意性を検証した。

第2索現論的

第1節輸出γ …ケテヰングに関する研究

実証分析に入る前に，若干高輪自マーケディン

グの翠論的背景を明らかにしておく必要があろ

う。

これまで輸出?ーケディングは大ぢく二つの

方向からその研究が進められて来たと設える。

その1つはアメヲカのように院内市場の規模

が大きい諮で試みる方向で輪出より国内市場の

確保にそのγ ーヶテ 4ング努力の焦点を絞って

その余力で潟外市場に進出する場合に実施され

る研究方向である。キーガン (W.J. Keegan) 
とカテタラ (P.R. Cateora)， ヘス 0. M. 
Hess) 毒事大部分アメ予カ学者瀧がこういう方

向で研究を進ゐていると言える。つまり，

vマーケティングと輸出吋…ケティングの違い念

単に議室客が海外にいるという事実だけでしかと

らえないで，それ試上に比識を置かないという

ことであるの。言い換えれば，輸出よりは海外車

約これに関する文献は次のようTある。
① Warren J. Ke邑gan，Multi倒的銘alMar-
keting Ma狩agement，2nded艶 (Englewood
Cliffs， N. J. : Pr告ntic邑-Hall，1980)， pp. 
411-414. 
P. R. C抗告ora乳ndJ. は He昌弘 Inter-
national Market初g，4th ed. (Hom母wood，
I1linois : Richard D. Irwin， Inc.， 1979)， 
pp. 321-326. 

接投資 (FDI: Foreign Direct Investment) 

をより重設する立場である。

これに対して，イギヲスを中心とずるヨ一戸

ヅパの学者達はプメ Fカの古学者連の方向とは異

なる立携を取っている。それは議題市場の規模

が小さくて企業の成長という詰擦の達成のため

に海外市場へと積極的な浸透を試み又海外市

場進出時には多額籍企業な通じた海外遊接投資

より繰訟を震先的に選ぶという事実に能額ず

る。ピブシ (N.Piercy)とシ 1 ス0.N. Sheth) 
こういった研究方向を取ってい

る。ピアジは輸出マーケティング君主梅外に殿堂

書ど移転させて梅外市場と緊密な意思疎通(Com駒

munication) をするに従って必婆な総てをγ

ーケディング意思決定で尭て，製品戦略と市場

戦籍，す…ケティング・ミックスに関する意思

決定，マーケティング情報の3

研究されるべき事を強調した4)。

また，シ品スは輸出マーケティングが次の利

点を企業に提供するに従って陣内マーケティン

グ，臨外直接投資とで区分される。従って輸出

すーケティングに対する関心がもっと増大する

べきことを強調する九要約すると，以下のよ

うになる。

1) 輸出マ…ケティングは企業の規模に欝係

なくその遂告が可能だ。つまり，中小説模

の企業も蓑極的に輸出マーケティング活動

?こ参加することができる。

お 輸出物援の増大に従って経験強線の習得

が可能である O

3) 輪出マーケティングは企業のマ…ケテ 4

ング能力 (MarketingSkill)を試みる機

会を主義供してくれるO

4) Nigel Piercy， op. cit.， pp. 4向8& pp. 26-39. 
5) Jagdish N. Sh告th，“EmergingImportance 
of Exportanc母ofExpor主ingMarketing for 
U. S. ProductsヘExportMarketing Lessons 
FグomEurope， J. H. Sh告th& Hanns-Martin 
Schoenfeld eds. (Champaign， Il1iぉois:The 
Board of Trust忠告sof the University of 
I1linois， 1980)， pp刷 3-13.
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4) 固と企業のイメージ (Image)を海外に

広く知らせるこ~ができる。

こうしてアメリカの学者達とは違って，海外

直接投資よりは輸出それ自体に焦点を当てた研

究を進めている。

日本の場合は後者の研究方向の大成功例だと

いえるだろう。 1868年明治維新以来貿易立国を

国是として小国土に近代工業を興し，国際競争

力の強化と自主技術の培養に努力し， 1970年代

には自由世界第2位の経済大国となる大成果を

あげたの。

韓国の場合も後者の研究方向がより適してい

ると考えられる。企業の国際化がまだ海外直接

投資段階まで、至っていない状態であるし，圏内

市場の規模が小さくこれから益々海外市場に向

かつての進出努力が積極的になされるべきであ

るとL、ぅ現実がこういった論理を裏付けてくれ

るのである。だが， こうした当然ともいえる論

理にもかかわらず輸出マーケティングに対する

関心や研究はいまだ十分とはいえな L、。従っ

て， これからの研究は輸出に焦点を当て，その

実績向上に影響を与える変数探索が重要となろ

う。韓国の場合，輸出マーケティングに関する

研究はほとんどなされてない状態であるが自社

ブランド選択程度と各マーケティング変数を連

関させて韓国の輸出企業のマーケティング現況

を調べた研究がなされたことがある九 この研

究では輸出マーケティング・ミックス変数の中

でも販売経路管理と製品開発能力の変数が輸出

マーケティングの高度化に非常に関心性がある

という結論を出している。この 2つの変数のな

かで輸出経路に関しては継続的な研究が進めら

れている 7)。 しかし，この研究の結論の部分は

韓国の輸出企業全体を代表するほど妥当性があ

るとは思えないのである。従ってこれからの研

6)山田栄作司“国際マーケティング" 1987. 6. 10.， 
1-8頁。
7)チョン・グヒョン，“我が国輸出マーケティング
の現況と強化方案 r経営学研究J，12冊1号
(1982.9)， 131-157頁。

究方向はこの2つの変数だけではなく，輸出マ

ーケティング・ミックス変数を実証的に企業実

績と実際に関連させてみることにより，韓国企

業の体質に合った競争要因を探す方向で進めら

れるべきであろう。

第2節競争要因に関する研究

企業や国が競争力を維持し尚且つ競争国や競

争会社に対する優位を占めるための研究は圏内

市場での競争要因に関連する文献を始めその研

究が相当なされていると言える。まず，競争の

概念を扱っている文献からみていくことにす

る。

競争力とは一企業や国が競争相手に対処して

売上を維持することのできる価格，納期，デザイ

ン等から得られる利点であると定義される8)。

へンダソン (B.D. Henderson)はシステムの

概念を使用して，競争は一連の変数聞の関係が

持つシステムによって起こると考えて， こうい

ったシステムを利用して競争力を維持すること

が出来ると言ったの。 これ以外にも構造的な観

点から競争を分析するべきで，戦略的な側面か

らは各マーケティング変数聞のシステムを運用

してこそ競争での優位が維持できると見る学者

も多い10)。これら各の研究をみるとそれぞれ強

調しているところの具体的な内容は違ってはい

る。しかし，論点で共通しているのは，激しい

競争の状況下で企業や国が生存し続けるために

8) C. A. Enoch，“Measures of Competitiveness 
in International Trade， " Bank 01 England 
Quarterly Review， vol. 18， No. 2， 1978， pp. 
181-195. 

9) Bruce D. Henderson，“The Anatomy of 
Competition，" Journal 01 Marketing， vol. 
47， 1983 Spring， pp. 7-11. 
10)これに関する代表的な文献は次のようである。
① Michael E. Porter， Comρetitive Strategy 
(New York : The Free Press， 1980). 
② F. W. Gluck， S. P. Kaufman， and A. S. 
Walleck，“Strategic Management for Com-
petitive Advantage，" H arvard Business 
Revieω， 1980. JuL -Aug.， pp. 154-161. 
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資料源 NigelPiercy， op. cit.， p. 159. 

図1 価格競争力を決定する要因

マーケテイング政策に関連する要因

マーケテイング
製造工程(巴nglne巴ring) 生産 研究開発

図2 非価格競争力を決定する要因

は単純に価格だけを根拠とした競争力だけでな

く，競争要因の育成の必要性である。

ピアシは各競争要因をその性格によって大き

く2つに分類している 11)。その競争要因を大き

く価格面での競争相手との相対的位置を意味す

る価格競争力と製品/市場に関連する要因を意

味する非価格競争力の2つである。これらを図

にすると上のく図1>とく図2>で表すことが
できる。つまりマーケティング変数，原価，顧

客，競争会社要件という内成的変数と企業組

織，外部環境の外成的変数が価格競争力を決定

することになって企業のマーケティング政策，

サービス，製品そのものに関連する要因らが非

価格競争力を決定づけることになるとL、ぅ。こ

れら各競争要因に対しては数多くの学者がその

研究を進めて来ている。

まずは，価格競争力の場合，価格の決定と企

11) Nigel Piercy， op. c.it.， pp. 111-205. 
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業実績聞の相関関係をみた研究1むを始め，価格

競争力を維持するためには戦略の概念が導入さ

れるべきであるという研究1むがなされている。

また，開発途上国を対象とした輸出商品の価格

決定に関する研究もなされたことがある 14)。だ

が，これらの研究もやはり価格競争力を決定す

る要因としてマーケティング変数をもってくる

ところからみてもこれからの研究の焦点、はどの

方向に向かうべきであるかは明らかである。

次に，非価格競争力の場合ピアシが区分した

3つの主要要因を具体的に扱った文献は相当な

数にのぼる。この中で製品そのものに関連する

要因に対してはマグギネス(M.W.McGuinnes)

とリトル(B.Little)があげられる。これは新

製品がもっ新しい属性を輸出市場に適用させた

らどれだけ輸出実績が効率的に増大するかに対

する実証研究である 1め。また， レピット (T.

Levitt)は製品差別化を通して競争力を向上さ

せる方案に関する研究をした問。サーピスに関

連する要因に関する研究としては，サービスが

顧客に対しては製品価値の上昇効果を提供し，

12)次の文献をみるとその内容を詳しく知ることがで

きる。
① P. W. Farris and D. J， Reibstein，“How 
Prices， Ad Expenditures， and Profits are 
Linked， " H arvard Business Review， 1979 
Nov. -Dec.， pp. 173-184. 
②J， Sonnenfeld and P. R. Lawrence.“Why 
Do Companies Succumb to Price Fixing?"， 
Harvard Business Review， 1978 Jul-Aug.， 
pp. 145-157. 

13) Arthur A. Thomson， Jr.，“Strategies for 
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販宛者に対しては追加販売やマーケディン

の減少な誘導するという結果を導出した研究

がるジ九最後に，吋ーケティング政策に関連

する芸装闘に寵する研究では，経路政策が輸出マ

ーケディングの潟鼓往に大きな役欝をするとい

うものがあ251830 これまでみてき

の競争力が数多くの要留によって決定さ

れるし，また競争の深化によって競争要因が価

格錨悪から非価格側言語に変北していることを示

唆している。

第3章 研究モデルの設定及び鮫鋭の導出

第1節研究モデルの設定

1I?擦が輪出というメカニズムに直接関与する

ようになる究緩的自擦は輸出を議した収益の創

出と高成長の遼成であると言えるO ここで、収主主

の創出や高度成長という実譲変数が輸出競争力

に影響をど与えてからこそ達成可能であるとする

と，こういった奨嬢変数をもっとよく測定する

ことができる目印の 1っとして企業が輸出市場

で遂行する輸出競争力言語活重きを見ざるを得な

L 、。

この論文はこういった企業の輸出競争力諸活

動に影響を与える変数をみて，その中からどん

な変数がもっとも輸出競争力に影響を与えてい

るかを日本と韓国の商罷の比較でもってその議

聞の解決に努力を注ぎたい。本論文で利用する

輸出競争力モデルは〈関3>のように表すこと
ができる。第2驚までみた盟内外の文献からみて

輸出市場でもつ鱗争力は輪出?ーケディング・

ミッグスの議議数でもって決定される泰がよく

分かるのである。この外にも企業の規模，輪出

商品の種毅等の企業内部特性変数と輸出対象地

17) L. Fisher， lndustrial Marketing (London : 
Business Books， 1979). 
18)チョン・グ己認ン，“隷滋の総出マーケディングの
現況と強化方案ヘ経営学研究， 12f怒1号 (1982.
9)， 131-157京。

守山ケティングーミッタス変数 浴場議総変数

規模

官一均

価

製

経

販 市場集中変

格

品
毅出対象地峻

路

促滋輸出議&縁類

公言語実緩変数

収益性

威主毒性

思3

法，市場集中度考撃の市場戦略変数もやはり輸出

競争力に影響合与える若手になるだろう。この変

数をまとめてゑ業実舗に関連させたのがく簡

3>である O
ここでいう“輸出競争力強花製図の選択"と

は輸出マーケテヰング・ミックスの中で企業が

もっとも重点を鐙くべき変数を選択することを

る核;念てとこれは他の競争企業に対する

識別的罷誌な表す尺度である。

例えば，輪出企業がその競争力強生を

ランドのイ吏用頼度合増やすに殺って達成させよ

うとすると，これは企業が説慈性又は成長患の

日擦を連戒するための手段として機外市場

の議終顧客宅とよりよくコントロールできるよう

な方法を選訳したことな護持するのである。

本論文でみようとする変数間の話番係は大きく

分けて3つの集問で分類することができる。次

の3つの項自がそれである。

日 企業特栓変数と輸出笑績摺の関係

2) 市場戦略変数と事会出実績間の関係

3) 輪出ぜーケティング・ミックスの変数と

輸出実績簡の関係

次の節ではこれらの関謀役鋲説で表し，本語
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文の研詫詩的を光させるための努力を桟ぎた

いのである O

z節仮設の導出

前の節で設定した研究モデルと文議研究に従

って次の蕊説がたてられる。

日 企業特性変数はその企業の実績に大きく

影響を与える0

1Jj:説1.会擦の輸出規模が大きいほど成長

性がよく，反語その規模が小さいほ

ど収益性が良L、。

仮説2.企業の輸出商品の穏類が高度の技

術性商品であるほど成長性がよく，

医師輸出蕗品が1次産品に近いほど

収益性が良い。

2) 市場戦略変数はその企擦の実績特性変数

と欝搬な関需がある。

伝説3.企業の主な輸出市場が発達された

，市場購買力が大きい先進鶴

市場で?あればあるほど収主主役が良

し、。

舷説4.企業の輸出市場が少数習に集中さ

れればされるほどその企業の収議性

は良い。

3) マーケディング・ミックス諸変数はその

会議の実績に大きい欝警察きと与える。

仮説5.輸出議品の価格が相対的に低く価

格側茜で懐位をもてばもっほどその

企業の成長性は良い。

援説6.輸出務品の強みが非錨絡部門にあ

って，又自社の製品開発が可能であ

ればあるほどその念業の収主主性は良

L 、。

仮説7.輪出経路に対する参入震が高く，

渡議輸出比率が高ければ高いほどそ

の企業の奴益性は良い。

仮説8.海外市場での販売提進活動が活発

で，広告，市場議護活動に積極的に

参加すればするほどその企業の収益

研究 39"'3 

性は良い。

以上の8の叡説を中心にそれらを検証する

i毎で本論文の研究は進められた。次の第4主きで

は実際輸出企業を対象に実施識査を根拠とする

仮説の検証が行われる O

第4寧資料の比較分析と俊設の検笹

第1節調査の方法と対象企業の属性分析

本研究の箆的は日本と韓留の輪出企業の輸出

競争力の比較を各種変数の相玄関係から検討す

るところにある G また，その内容は繋釣な問題

るものであるから調査方法としては個

別蔀綾が行われた。だが，雲寺間と費用の制約に

より調主主対象企業の九直接訪問ができない企

業に対しでは郵送法による謁交友実施した。

本研究の藤本は次のような方法によって収集

された。第1宝きでも述べたごとくヌド顎究の目的

が日本と韓霞の輸出企業の体繋に合った競争要

因の選択とその国際比較にあるから，標本の描

出の擦には成長性と収益性に匹分してその実績

がいい企業のやから研究資料を得ずこのであ

日本の場合は1987年度な基準とした総売上上

i 位200社と経常利益上位200社のドいから輸出依

存震(輸出額/絡先上)が高いJI原に擦ヌドを選定

し. 121設から有効なデータ合得ることができ

た。

線国は成長伎の場合，貿易協会会長社の1980

-1987年震の前年対比直翰出成長率の平均値が

25%以上である企業70社を謀本として選定し謂

査を行った。収益憾の察本は貿易協会が舞査L

た1986-1987年企業奨態調査 (900社対象)資

料から売上潟営業利益率〈営業利減/売上高)

会犠拠にしてこの2年間の平均売上高堂業利益

率が7.5%を越える上位60社を標本として選定

した。ここで収主主性を表す指擦として輪出部門

の堂奨剰接合使わずに売上高営業利益率さと使用

したのは各企業が輸出と内需部門を到に区分し

て営業和義務を算定していなかったため
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表5 調査対象企業の設立年度比較

計

表1 輸出額でみた企業規模

対象企業数(比率〉

日本 ! 韓国
18 ( 14.9) 1 46 ( 56.7) 

23 ( 19.0) 1 19 ( 23.5) 

8o ( 66.1) [ 16 ( 19.8) 

山 (100.0)[ 81 (100.0) 

輸出額

1000万ドル未満

1000万ドル以上
1億ドル未満

1億ドノレ以上

表2 資本金からみた企業規模

対象企業数(比率)

資本金|日本|韓国|資本金

時円未満[ 1( 0の[9( 11.1)[時国未満
10億円以Jナ 1'0; H n¥1 ...，，; .，... ，¥1 10億国以上-
100億円未満 118(14の|縦 32・叫 100億国未満

img品協 187(71刊紙 4叫iZ措ぷ
1000億円以上|ぽ 12.4)1 8( 9付1000億園以上
計 [121(100州81(100州計
大1988年12月現在 1 $122円， 1 $725園(ウォン〉

表3 調査対象企業の輸出商品

対象企業数(比率〉
輸 出 商 品 一一一一一一一一

日本 | 韓国

1 次産品[ 8 ( 6.6) [ 4 (τz 
軽工業品[ 16 ( 13.2) [ 23( 28.4) 

重化学工業品 I 97 ( 80.2) [ 54 ( 66.7) 

計 1121 (100.0) [ 81 (100.0) 

表4 輸出開始年度からみた輸出経験(韓国)

輸出開始年度 |対象企業数| 比 率

1969 年以前 28 34.6 

1970-1977年の間 32 39.5 

1977 年以後 21 25.9 

計 81 100.0 

る。従って最終的に回収されたアンケート表は

81社である。

設立年度
対象企業数

日本 ! 
3 ( 2.5) 

4 ( 3.3) 

3 ( 2.5) 

11 ( 9.1) 

17 ( 14.1) 

29 ( 23.9) 

28 ( 23.1) 

21 ( 17.4) 

4 ( 3.3) 

1 ( 0.8) 

(比率)

韓国

1880 - 1889 

1890 - 1899 

1900 - 1909 

1910 - 1919 

1920 - 1929 

1930 - 1939 

1940 - 1949 

1950 - 1959 

1960 - 1969 

1970 - 1979 

1980 - 1987 

1 ( 1.2) 

3 ( 3.7) 

3 ( 3.7) 

13 ( 16.4) 

21 ( 25.8) 

33 ( 40.6) 

7 ( 8.6) 

、、，，nu -
nu 
nu 

噌

E
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/
a

‘、、
噌.。。、、，ノ
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司
』
品計

日本の場合，個別面接の困難性により郵送法

による方法と電話聴取法を使った調査が併用に

行われた。

韓国の場合は事前に郵送後1988年6月16日か

ら7月4日までの聞に直接訪問をし社長を始め

輸出部課長等と面接ができた。

調査対象企業の状況はく表1>からく表5>
までにまとめられてある。

く表1>とく表2>を通して調査対象企業の
規模を知ることができる。規模を測定する指標

としては1987年基準輸出額と資本総計を使用し

た。

く表3>は調査対象企業の輸出商品を表して
いるがこれは標準産業分類 (S1 TC分類)を

基準として調査した後，それらを 1次産品，軽

工業品，重化学工業品とで3部門に分け区分し

た。ここで1次産品には農水産品，飲食料品，

雑品類が含まれる。軽工業品には繊維，衣類，

靴，木，革， ゴム製品類が含まれる。重化学工

業品には化学，金属，機械，電子，電器製品類

が含まれる。

〈表4>は調査対象企業の輸出経験を表して
いるがその基準としては輸出開始年度を使用し

た。日本の企業は非常に残念なことに資料の入
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手は困難であった。 jしたがって韓国のみとなっ

た。

く表5>は調査対象企業の企業歴史，つまり
設立年度をまとめたものであるが韓国の場合は

4社を除いた総てが1945年戦後設立となってい

るところに注目しておきたい。

これら5つの表から日本と韓国の輸出企業が

もっているいくつかおおよその特徴を比較して

みると以下のようになる。

1) 韓国の輸出企業の規模は日本に比べて中

小規模である比率が高い。これは輸出が海

外直接投資の場合と違って規模が小さくて

も遂行しやすいからだと思えるし，財閥企

業の独占市場である圏内市場よりは海外市

場に進出した方が企業戦略展開に有利だか

らだと思える。

2) 日本と韓国とも輸出する主要品目は重化

学工業品である。特に注目をしておきたい

のは韓国の場合総輸出額のうち1980年度に

は48.4%，1981年度には49%を占めてきた

軽工業製品類が1987年度40.8%になって重

化学工業品62.2%と圧倒的な増勢をみせて

いるがこれは前年比，電気・電子 (53.7%

増加)，一般機械類 (58.7%増加)， 自動車

(95.1%増加)等大部分の品目が大きく増

加してるからである19)。

3) 日本の輸出企業に比べて韓国の輸出企業

はその歴史も経験も浅いといえる。しか

し，韓国の企業の勢いからみて日本の企業

と共に高次元の国際化水準に進入し競争が

できる日は近い将来の事であると言えるだ

ろう。

また，調査対象企業が選択している競争要因

はく表6>でみるような分布である。この表か
ら日本と韓国両国とも輸出企業が選択している

競争要因は非価格要因であることが分かった。

この数値は日本の場合はある程度予想していた

とおりの数値がでたが韓国の場合はいささか予

19)韓国貿易協会， 11987年度貿易動向J，1988， 7-14 
頁。

表6 調査対象企業が選択している競争要因

競争要因
対象企業数(比率〉

日本 | 韓国
16 ( 13.2) I 19 ( 23.5) 

問(86.8) I 62 ( 76.5) 

凶(100.0)I 81(100.0) 

想外な結果だったのでもう少し前の資料を調べ

てみた。 1980年度商工会議所の調査によると韓

国の輸出企業764社の内n.4%が非価格要因を
競争要因として取りあげ、ていた問。 1980年度に

比べれば多少増加はしている。しかしこれから

の競争状況が価格よりは非価格面での優位を要

求していることを考えるとこの比率はもっと増

加させるべきであると言えよう。

しかし，本研究の標本数が少なくまた，選択

された標本が押しなべて輸出実績がいい企業で

あるから，こういった比率は必ずしも大きな意

味を与えてくれるとはいいがたし、。従って本研

究で得ることのできる結果は調査対象企業に対

する質的分析にあるのであって，具体的には各

競争要因と実績変数聞の関係から日本と韓国の

企業の海外競争力を比較するということにな

る。

第2節 目本と韓国の輸出に関する主要資料比

較

ここでは1987年度を中心に日本と韓国の貿易

動向を比較していきTこし、と思う。日本は1950年

代以後推進してきた輸出主導型工業化の成功で

急速な経済成長を成し遂げ今や世界トップレベ

ルの経済大国に浮上した。 1950-60年代には10

%に上る高度成長を達成し以後にも効率的に産

業構造を調整しながら他の先進国に比べ高い

成長を持続し1987年度1人当たり国民所得は

20，000ドルにも達した。日本の産業は比較優位

20)商工会議所， 1輸出マーケティング実態調査報告J，
1980. 12， 10頁。
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図4 輸出入総括日本

に立脚した加工貿易型発展戦略を追求した結果

戦後主力産業が繊維等労働集約的産業から資本

集約的産業を経て機械等技術集約的産業になっ

て来た。又最近にはマイクロ・エレクトロニ γ

グスを中心とした尖端技術革新を基礎とした半

導体等産業構造が高度化されつつある2130

また， 日本の対外交易規模は持続的に拡大さ

れ1960年85信ドノレから1987年には3，786億ドル

に約45倍増加した。特に輸出は 1960年41億ド

ルに過ぎなかったのが1987年には2，292億ドル

に達し， 27年間57倍増加し同期間中の輸入増加

(約33倍)を遥かに上回った。この結果日本は

現在莫大な貿易収支黒字を記録し (1987年の場

合798億ドル)ているが円高による価格競争力

の弱化と政府の輸入拡大努力により縮小傾向を

21)産業研究院，r日本市場構造分析と対日輸出戦略J，
1987， 67-98頁。

(単位.百万事)
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図5輸出入総括韓国

見せている問。

韓国の場合は日本の高度成長期と非常に似て

いて， 1986年に初めて経常収支と貿易収支が黒

字を出したことからもこれからもっと注目した

い国であるといえる。 1987年度輸出は47，281百

万ドルで、前年比36.2%増加して1986年の14.6%

増加に比べ，その仲び率が大きく拡大された。
〈ウォン〉

このような高い輸出伸張は固貨の対米ドルレイ

トが台湾， 日本等競争固に比べその切り上げ速

度が比較的安定した水準であって，油価及び国

際金利も大きな変動なく安定した水準を維持

し，円高と品質高級化等による価格競争力向上

で主種輸出品目である繊維類，電気，電子製

品， 自動車等を中心に大部分の品目が好調であ

ったからである21)。

22)大韓貿易振興公社，海外調査シリーズ55r日本J，
1988， 57-67頁。
23)韓国貿易協会， rI987年度貿易動向J，1988， 7-14 
頁。
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表7 品開別輸出動向 日本

(単位:百万ドル， %) 

近五

18，491 3.5 

13，565 2.1 12，7061 6.31 6.1 

化 建学 d詰 7，697 0.9 9，483123.21 4.5 

事室 こ[ 業 占も 18， 940! 1.1 21，536 13.7i 10.3 

議談 総 品
ふ7215467s3iJ 17.2 

自，87319.71 3.3 

滞金属鉱物製品 2，1471 5.5 2，36210.01 1.1 

湾総fl:l・特殊耳文書遺品 1，7581 5.0 2，047116.41 1.0 

資料:通産省「漁渓自主書J45-年号

奇襲8 品隠別総出動向

〈単位:蕊万ドル， %) 

織

化学綴主主 I3，486( 
鉄線及金属 I3，860( 11 
一般機械 I1，017( 
電気・量産予 I7，079( 20 
船 議議 I1， 815( 
践 重主 主義 I1. 585( 

350( 1 

3欝企業特性変数と輪出実績

1.企業髭模と輸出実績

本研究では企業の規模を翻寵する指標として

捻87年喪主ピ基準とした議輪出額没使男した。資

従業鼓数等の変数を入れないで輸出額没

規模の尺震として選定したのは輪出で言う

と言まうのは，つまり輸出額合意味するからであ

る。また，車輪出額だけを対象としたのはロー

カル輸出の場合には輪出企議の数自的なマーケ

ティング議動がほとんどなされないと考えるか

らである。こうして規模は1，000万ドル米満，

1，000万ドル以上1億ドル未満 1億ドノレ以上

の3つの部門でじま分した。とこれは標本企業の規

壌を考癒したうえ統計的有意般を高めるためで

ある。こうして得られた結髪はく表9>
10>では収議性と，く表立><表12>では成長

と関連させてあるc

日本の場合はく表9>とく表n>きと通して企
業の輪出翠模が大きいほど成長性が良く，反語

その規模が小さいほど収益性が良いとL、う援説

1を検証することができる。 i設主義伎の場合は95

9五の有意水準で，成長性:の場合は90%の有意水

この仮説は緩訳される O この結果によると

企業の輸出自擦が収益性の追求であれば，規模

苦笑告企業規綴と収益性 問ヌド

( )は比率(%)

苦f

18 
(100.0) 

23 
(100.0) 

80 
(100.0) 

121 
(100.0) 

(X2=12.118， 0.01く置く0.05水準で泰道計約に有3撃で、
ある。〉



1989. 12 国際マーケティ γグ戦略に関する比絞研究 李 79(445) 

表10 企業規模と収益性韓国

c )は比率 C%)

¥¥¥?益率 5%未満15%μ11防以上| 計
直輸出額 ¥¥  ょV/O

l00073 r /v未満|ん1(刈ム((1110〉
1000万ドノレ以上 15 3 1 19 
1億ドル未満 1(78.9)1 (15.8)1 (5.3)1 (100.0) 

ドル以上|ん1 (1~.7)1 (~。川:o〉
[ω115[7181  
(72.8)1 (18.5)1 (8.7)1 (100.0) 

CX2=3.209，統計的有意性な1....0)

表11 企業規模と成長性 日本

(〉は比率 C%広ω〉

ぷ~~Iトト2お一5
1叩0附一1(μム心4Jム心:Lい4心)1(刈 (ム(ん

3 10∞O∞O万ドノルル以上 9 1ロ222幻
1億ドノルレ未満 1(乱叫 (弘幻釧1 (⑬B刈(α10∞0.0の〉

1億ドル以上 1 (~g.5)1 判州(」
十子J一一一1ιi己i可7IJ(;認叫;Lむ川lο1)1川|いυ(d♂i百i5の)1瓦瓦L
CX2=7.60佃8，0.05<日<0.1水準で統計的に有意であ

表12 企業規模と成長性韓国

( 〉は比率 C%)
¥¥  成長率位。/
¥¥¥ 125%未満l C.v/o~示。"，150%以上| 計

直輸出額 ¥¥、 山 /01

1ωO∞0町巾吋|
10∞O∞O万ドノルレ以上 7 1口1 1臼9 
1億ドル未満 1(36.8)1 (5.3)1 (57.9)1 (100.0) 

1 億ドル以上 r~~ 0，1 f'~ ry，1 f1~ ~， I f1~~ i(68.8)1 (18.7)1 (12.5)1 (100.0) 

|お |17[29l81
(必 2)1 (20.9)i (35.9)1 (100.0) 

〈が=11.476，0.01<α<0.05水準で統計的に有意で
ある。〉

の拡大を試みるよりはむしろ中小規模でのマー

ケティング活動に専念する方が良い。反面，輸

出目標が成長性追求であれば規模の拡大を試み

るべきであると言う事実を知ることができる。

しかし，韓国の場合はく表10>とく表12>の

結果から仮説1は棄却されることになる。しか

し輸出規模と成長性の聞には95%の有意水準

を表しているが輸出規模と収益性は何の相関関

係もないことを表している。この結果から韓国

の企業の輸出戦略の一面をみることができる。

外見に断った規模の拡大と成長の追究は立派な

結果を残して来たとは言えるが，実質中身を充

実させた収益性は今一つで、あるといえる。この

結果を基にこれからの韓国の企業は今までの規

模の拡大と成長をもっと伸ばすよりはむしろ維

持しながら尚且つより効果的なマーケティング

活動に専念するべきであると言える。

2.輸出商品の種類と輸出実績

本研究では輸出商品の種類を標準産業分類を

基にして細分化した後再びそれを大きく 3つに

分けて区分した。つまり 1次産品， 軽工業

品，重化学工業品の 3分類がそれである。ここ

で3次産業部門(銀行，保険業含む)は調査対

象から除外したが，それは3次産業部門の場合

は直輸出と下請輸出の区分が明確ではなくま

た，マーケティング活動が活発でない理由から

である。輸出商品の種類が高度化されればされ

るほど技術の格差による非価格競争力の劣勢は

目立つのである。そこで価格競争を試みるので

はないかとL、う考えから仮説2を設定した。

仮説2は検証の結果， 日本も韓国も棄却され

た。しかし，韓国の場合今までの研究結果とは

非常に違った傾向を表したのは大きな収穫と言

える。

現在まで韓国の企業が力を入れてきた輸出主

力商品は言うまでもなく軽工業品であった。し

かし一般的に見ると軽工業品部門は資本施設

投資と技術水準が低いことからも多くの競争者

が現れ易いし，それに従って過当競争の状態が

続く可能性も高い。また，非価格側面での競争
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優位の維持は競争者の素早いまねや，新しい競

争要因を持った新規企業の既存市場への進出に

よって守りにくいのである。また，収益性と成

長性の企業目標を達成するためには輸出商品の

改善が必要であるのは言うまでもない話であ

る。つまり，重化学工業部門へと転換を図るべ

きであると言える。韓国の輸出企業の主力商品

が変わって来ていることは確かに事実である。

1980年の商工会議所の資料では重化学工業品を

主力商品とした企業の比率が26.6%24)に過ぎな

かったのが本調査で、は66.7%まで増加している

ことからもよく分かる。しかし， こうL、った増

加趨勢が全体の企業により加速化されなければ

収益性と成長性の両企業目標を達成し，また海

外での競争優位を維持しながら企業実績を向上

させることは難しいと言える。

第4節市場戦略変数と輸出実績比較

1.輸出対象地域と輸出実績

本研究では輸出対象地域を先進国と発展途上

国で区分して調査を行った。これは企業の立場

から市場の浸透力が各々の市場に対して違った

傾向を見せるからである。つまり，先進国市場

の場合はとても市場が発達しているししかも

相当な市場購買力を持っている。じかし，複雑

な流通機構と卸・問屋の機能が非常に強いので

積極的なマーケティング活動を展開しない限り

先進国市場における成功はとても難しいと言え

る。こう言った輸出対象地域と輸出実績聞の関

係はく表13>，く表14>で表れている。

仮説3は日本の場合は棄却，韓国の場合は採

択となった。日本の企業の調査結果が棄却され

た理由としてはく図6>から見て分かるように
アメリカに対する輸出集中度が余りにも高くな

っていることをいえる。しかもアメリカとは貿

易不均衡問題でここ何年間接め事が続いてい

る。市場購買力があって， しかも輸出実績に直

24)商工会議所， 1"輸出マーケティング実態報告J，
1980. 12， 10頁。

表13 輸出対象地域と収益性 日本

(〕は比率(%)

品五?!?[5州制仰上|計
先進国 I(話 1j a7jJ2同 0)
発展途上国 I(誌のI(誌の|山I(ん

(X2=0.425日統計的有意性なし。〕

表14輸出対象地域と収益性韓国

〔〉は比率(九〉

¥¥  利益率 I~ 0ノ
輸出¥¥¥、 15%未淵 υ/O~"o/llO%以上| 計
対象地域¥¥ … 
先進国|んId~.6)1 刈〔ん
発展途上国 1 /~~ J /，~ "，，1 /~ "，1 "~~ |(89.3)1 (10.7)1 (0.0)1 (100.0) 

|(男 9jd叫んん
(X2=6.695， 0.01<a<0.05水準で統計的に有意で

ある。〕

(単位 10億円)

金額 % 
A アメり力 15.582 53.5 
B 中国 2.991 10.3 
c 韓国 1.694 5.8 
D 東ドイツ 1.646 5.7 
E 香港 1.565 5.4 
F オストラリア 1.282 4.4 
G 台湾 1.2日5 4.1 
H イギリス 1.132 3.9 
1 カナダ 1.078 3.7 
J サウジアラビア 939 3.2 
合 計 29.114 100.0 

図6 10大輸出市場構成 日本

(単位:首万ドル)

金額 % 
A戸アメリカ 18.311 48.8 
B 日本 8.437 22.5 
c 香港 2.204 5.9 
D 西ドイツ 2.∞2 5.3 
E イギリス 1.525 4.1 
F カナダ 1.451 3.9 
G サウジアフピア 1.031 2.7 
H シンガポル 927 2.5 
1 フランス 部日 2.3 
J ネデルフンド 770 2.1 
合 計 37.538 100.0 

図7 10大輸出市場構成韓国
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接影響会与える代表的な党議富市場にこう言っ

た関鱗があっては企業としてマーケティング戦

略展開に紹当なカ君主入れて千まかなければ実績向

上にはならないといえるだろう。

韓習の場合は95%の有意水準で採択となっ

た。〈表14>で晃て分かるように先進国市場合

輸出対象地域とした場合が実績達成に瀦合して

いるといえる。これは発畏途上閣の市場の場合

はその市場の購買力が小さくまた，その鱗貿条

件が悪いから輸出実績向上にあんまり貢献でき

ないからである O だからこそ益々先進盟市場に

向かやての穣磁的護透が望書主主されるのである。

また，この市場でのより強く競争震位攻達成す

るためには一層γ …ケティング活動に対する関

心震を増大させるべきであると設える。

ここで1つ註呂をしておきたいことは韓閣の

輸出地域の構法である。く国7>で兇て分かる
ように韓国の輪出先はアメりカと民主主にあまり

にも備室長している。全体輪出鎮の売半分以上を

この荷援護に依存しているところから余りにも大

きく惑響をされるので独自的な輸出活動を積極

的に遂行することができなくなってくる。この

論文の研究が先進国市場への積極的授濯が必要

であることを見いだしてくれたが日本の企業の

訴からも特定霞への依存度が高いのは良くない

といえる。

2.市場集中度と輪出実績

本研究で市場集中度としてはかれる尺度は企

した市場戦略が市場集中戦略 (Mar-

ket Concentration Strategy)と市場分散戦略

(剖ar.ketSpreading Strategy)のどちらであ

るかである料。つまり，上位3ケ関への輸出依

存援を基準にしてその比惑が90%以上であれば

市場集中戦略が， 90%以下であれば市場分散戦

略が，採択されていると規定した。こう誘った

基準に2毒づいて設安否した長設が仮説4である。
コ求額査を過して得られた結果は〈談話>，

16>である。

25)これに関連する内容は NigelPiercy， op. cit.， 
pp. 43~107，に詳しく欝いてあるa

表15r信機集中度と収益性 日本

( )は比率(%)

叫
削

61 
(100.0) 

60 
(100.0) 

121 
(100.0) 

(X2=0.226.統計約手ぎ3震後なし。〉

表16子おま務委集中度と収主主性 韓鼠

( )は比喜多(%)

言j'

45 
(100.0) 

36 
(100.0) 

81 
(100.0) 計

〈主主口4.052，0.05<aく0.1水準で統計的に夜意であ

これらの表によって市場集中戦略を採択した

場合その企業の収益性が良いという謀説4

ることができる。日本の場合は棄却となっ

たが緯罷の場合は90%の有意水準で依説4を検

証することができ?る。これは輸出企業がその市

場を拡大するに詫って収益性役増大さ4きるのが

難Lいのマあることきと見せてくれている。

しかし， ここの2つの戦略のうちどちらが絶対

的に有利であるとは蓄えないのである。この2

つの戦略は各々がそれぞれの長所と短所をもっ

ているのである。ただ外部環境と企業舟警官状況

な充分考慮したうえ何が最善であるかを採しだ

す努力が必擦なのである。

こうしてみると次のようなことが震える。

出企業が選択する市場戦略はその会議の輸出関

標と密綾な欝係省cもっていることが分かる。つ

まり，企業の目擦が高成長の幾成であればその
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企業は持続的に市場の拡大を試みながら輸出物

量の増大を図る。反面，輸出目標が高収益性の

達成であれば少数国へとその輸出努力を集中さ

せ積極的なマーケティング活動をするべきであ

ることが言える。このように各企業が自社の状

況に対する適切な分析をすることができない限

り最適の市場戦略を選択することができないの

である。

第5節 マーケティング・ミックス変数と輸出

実績

1.価格と輸出実績

輸出マーケティング・ミックスの内価格変数

を測定する尺度として本研究は輸出企業の価格

決定方式を選定した。なぜならば，この尺度が

輸出企業の輸出商品の価格決定時ある程度の権

限をもつことができるかを表してくれる指標で

あるからである。本調査ではこう言った価格決

定方式をパイヤが提示した価格で商品の価格を

決定する方法，変動費だけを含めた価格決定，

固定費を含めた平均生産原価による価格決定，

国際市場価格による価格決定で区分した。その

、結果，輸出企業の価格決定方式は日本，韓国共

に収益性にもあまり影響を与えていないことが

分かった。

分析の結果は輸出商品の価格決定方式と収益

性の聞には何の相関関係もないことを表してい

る。しかし， この分析で分かることは原価の側

面だけを考慮して見ると輸出商品の価格に固定

費まで含まれる場合が変動費だけを含む場合よ

りも収益性が高いことが分かる。もしも輸出企

業の対ノミイヤ交渉力が大きければ，商品の価格

に国定費まで含めることができるから収益性面

では大きな利益を得ることができると言える。

分析の結果から仮説5は棄却となった。しか

し，次のことは言えるだろう。

輸出商品の価格がノミイヤが望む通り決定され

て商品の価格が安くなる場合，輸出企業の成長

性は非常に高くなると言える。反面，成長率が

最も低い場合は国際市場価格によって商品の価

格が決定される場合であると言える。なぜ、なら

ば，パイヤが対輸出企業に交渉力を強く発揮す

ることができなくなるからである。従ってパイ

ヤと輸出企業聞の取引が難しくなり成長性は鈍

化されるといえる。

2.輸出商品の開発と輸出実績

企業が海外市場に進出し輸出をするために

は，まず輸出商品開発をしなければならなし、。

ここで言う輸出蒔品の開発とは単なる新製品の

開発の外に新しい市場の開拓に伴う製品の修正

・補完までも含む広い概念での意味である。こ

う言った輸出商品の開発経路は自社開発，パイ

ヤの注文による開発，海外技術の導入による開

発とで区分される。韓国の場合はパイヤの注文

による開発が外の経路に比べて圧倒的に多いと

いう研究結果がある26)。ノミイヤの注文による開

発が多い理由としては韓国の輸出企業の殆どが

注文輸出形態であって輸出商品の開発に無関心

であったことと，輸出商品の開発のための企業

自体の開発能力がなかったことが言える。

しかし分析の結果からはバイヤの注文によ

る開発よりは海外技術の導入による開発と自社

開発が多いことが分かった。これは現在の輸出

が過去になされた輸出方式とは違った形として

転換されつつであると言えるし尚且つ相当な

数に上る海外技術の導入の成果が現れ出したと

も言える。

分析を通して輸出商品の開発方式には収益

性，成長性ともに有意な関係は見られなかった。

従って仮説6は棄却となる。しかし技術水準

が韓国に比べて遥かに高い水準である H本の企

業がやはり輸出商品は自社開発である割合が高

いことは海外に於けるマーケティング戦略展開

にも遥かに有利な立場であることが言える。

3.直接輸出経路比率と輸出実績

輸出実績と経路聞の相関関係に関しては今ま

26)商工会議所，下輸出マーケティング実態調査報告J，
1980. 12， 18頁。
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くの研究がなされている27)。本研究ではこ

れらの研究が築いた結果を慕にして仮設7を設

定した。

本研究では輸出マーケティング・ミッグスの

!生経路変数を掛まきする尺震として藍接輪出経

路比率を使用した。憲議輸出軽路と誘うのは企

業が海外パイヤに直輸出する場合と現地法人及

び支社宅ど通して輪出する場合を言う。これに結

対的な概念:として間接輸出経路が言える。これ

は (BuyingOffice)等の盟内中間問屋を識し

て輪出することを意味している。経路変数と磯

期実績聞の関係に対して本調査で持られた結果

はく表17>，く茨18>のようである。

の結果により日本の場合は叡説7を

棄却することになっ

本調査で得られた結果は過去の研究とv...地つ
いるが，ぞれは標本抽出上の詩

語と資料収集上の損題から鶴岡していると考え

られる。

日本の場合は園内の読遥経路は大変複雑で長

いと言われているが洛外市場における流通緩路

内に比べてしっかりと流通系列を押さえて

いると言われている。だからこそ流通経路揮菱重

と企業の収益性，成長盤は緊穏な器時であると

考えられるのである。しかしこの議された問

題は今後の課題として新究を進めて行きたいと

う。

の場合はく表18>が95%の殺意水準で『あ

った。しかしこの結果からは仮説7i;r楽押す

ることになるが次のことが替えると思う G それ

はこの結果を還して得ることのできた韓調の企

業の戦略的側爾は企業が藍輪出や，現地法人

支社主f通して 100%捻出する場合成長性がよい

ことが分かった。顛接輸出経路を通した場合は

輸出企業自俸の替、思決定と輪出綾建を代行して

くれる企業の意思決定まで総て考慮すべきであ

るから企撲の収益性に(一)効果を与えている

27) ソ・ジぉウ冷ン，“検出経路の変化に関する研究"

f援業と経営J，(延世大学校産経営研究所2
1983)。

表17 密接機関経路比率と成長性

く〉は比議(%)

音十

71 
(100.0) 

30 
(100.0) 

20 
く100.0)

80-99% 

80%以下

計
121 
(100.0) 

CX2=1.48!，統計的有3撃伎なし。〉

表1害直接輸出経路比率と淡爽栓

( )は比率(%)

音!

80 -99 % 

80% J;.¥‘下

言十

ある。〕

ることができるた蓄える 0

4衛海外版発i足進活動と輸出実鑑
輸出γ ーケティング・ミヅグスの変数として

販売突進活動がある。ここで替う甑売促講話欝

とは謀外市場での立三台，市場調査活動を合ゐる

広識の概念として用いられた。

本研究ではこう言った販売促進活動な活発で

ある，消極的である，全然しないと 3つに分け

て調ヨました。 販売促議活動が活発でるるという

ことの意味は広告，市場譲査活動に総て参加す

る場合である。消極的であるということはこの

2づの内，少なくともどちらかに参加している

ことな意味する。

本研究で得られた結果からは仮説8は日本も

と
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韓国も棄却となった。つまり，この結果からは

企業の海外販売促進活動と輸出実績聞には何の

有意的関係がないと言える。しかし，表から見

て分かるように実際販売促進活動を行っている

企業の方がしていない企業の数よりは多いこと

が明らかである。一般的に考えて見ても販売促

進活動が積極的であって企業の収益性や成長性

に大きな影響を与えるということは言えると思

う。これは残された課題として，尚研究を進め

て行きたいと思う。

第6節調査結果の総合的比較分析

前の3つの節を通して調査した資料を基に八

つの主要独立変数と輸出実績聞の関係を分析し

て見た。本節ではこういった分析結果を総合的

にまとめて調査結果が輸出企業に与える意味を

考えて見ることにする。尚且つ， 日本と韓国の

聞にはどんな違いがあったかを見ることにしよ

う。

本調査の結果を要約して見るとく表19:>のよ

うにまとめることができる。

日本の場合は輸出競争力に最も影響を与える

変数として企業規模を上げることができる。韓

国の場合は輸出企業の規模と輸出対象地域，輸

出経路が相当な影響を与えていると言えるし，

市場集中度も影響を与えていると言える。

本調査の結果をく表19:>に基づいて要約，比

較分析すると次のようになる。

日本の輸出企業の場合は企業特性変数である

輸出規模が輸出実績と密接な関係があるという

結果を得ることができる。この結果からは外の

市場戦略変数やマーケティング・ミックス変数

よりも企業特性変数である輸出規模が日本の輸

出企業の収益性と成長性に大きく影響を与えて

いることが分かった。

韓国の輸出企業の場合は企業特性変数である

輸出規模と，市場戦略数である輸出対象地域，

市場集中度と，マーケティング・ミックス変数

である輸出経路が企業の輸出実績に密接な関係

Jt;性|ム(よ性!よ性
規 模 **12.118 * 7.608 3.209 **11.476 

輸出商品の種類 1.952 2.220 1.680 2.262 

輸出対象地域 0.425 3.988 ** 6.695 2.139 

市場集中度 0.226 0.526 * 4.052 0.772 

価 格 10.482 7.038 8.359 R.253 

製 品 5.671 4.574 1.466 6.782 

経 路 3.239 1.481 0.853 **10.847 

販売促進 5.644 0.186 1.269 2.553 

料有意水準が高い関係 (0<0.05)

*有意性がある関係 (0.05<a<0.1) 

をもたらしていることが分かった。これは韓国

の輸出企業が海外市場への進出を成功的に成し

遂げるためには企業特性変数を勘案したうえに

企業目標にあった競争戦略(経路)を選択して

行くべきであることを示唆している。

第5章結論

本研究の過程で見い出された結果をまとめる

と次のようになる。日本の輸出企業の輸出目標

が収益性の追求であれば，規模の拡大を試みる

よりは，むしろ中小規模でマーケティング活動

に専念する方が良い。また一方，輸出目標が成

長性の追求であれば規模の拡大を試みるべきで

ある。この実証分析の結果から， 日本の輸出企

業は大企業による高成長と中小企業による高収

益性の創出がなされているようである。

韓国の輸出企業の場合は，輸出対象地域と市

場集中度を通した非価格競争戦略と，流通競争

戦略という両案のうち企業特性変数，つまり，

輸出規模に基づいて戦略を選択した方がよさそ

うである。

中小企業の立場からは輸出物量の増大を試み

る高成長の達成はあらゆる資源の不足及び制約

により難しいのである。従って高収益性の創出

という目標の下で市場集中戦略と流通経路開発

による非価格競争戦略の案を選択せざるをえな
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い。輸出マーケティング・ミヅクス変数のうち

流通経路変数に焦点を当てて流通経路開発政策

を持続的に遂行して行けば望む目標は達成され

ると言える。

大企業の立場からは現在まで行ってきた市場

集中戦略と価格競争に基づいた高成長の達成か

ら， より適合した戦略が選択されるべきである

と言える。それは国際市場における円高による

ド、ルの没落と韓国の園の切り上げなどによる国

際市場の原価上昇要因の発生と，マーケティン

グ中心的に変わってきた市場自体の変化がある

からである。従って，成功的な海外進出を成し

遂げるためには，絶対的な輸出商品の転換が必

要であると言える。各商品の生産性を比較して

みると重化学工業部門が外の部門に比べれば遥

かに高いし，その成長速度も早いのである。本

研究の結果でも輸出主品目が軽工業品の場合外

の部門に比べて収益性も成長性も低いことが分

かる。これは輸出商品の転換を合理化させる立

証資料となるかもしれない。もちろん重化学工

業部門は他の産業部門に比べて大体投資規模が

大きくて，その投資資本の回収期聞が長いとい

う短所をもっている。しかし韓国の場合は軽

工業品から重化学工業品へと輸出商品の割合が

かなり伸びているところから今の成長を続ける

ことができれば国際市場での優位を得ることが

出来るかもしれなし、。

本研究の結果からいくつかの間題点も浮かび

上がる。それは，輸出マーケティング・ミック

スが輸出実績に相当影響を与えていると思われ

たが， 日本と韓国とも流通経路変数だけの影響

となったからである。これは残る課題として研

究を進めて行きたいと思う。

また，本研究では日本と韓国の輸出企業の輸

出競争力を望ましい方向へと高めるための方策

を2つの角度から比較して見ることができた。

その1つとしては，両国の輸出企業のうち

1987年という時点で成功的に輸出というメカニ

ズム (Mechanism) を利用している企業を選

定し，それらの企業の成功的な目標達成に決定

的な影響を与えた変数を企業特性，市場戦略，

輸出マーケティング・ミックスの観点から比較

した。その結果，輸出企業の輸出実績と直接的

な相関関係がある変数として日本の企業では企

業の輸出規模が， また，韓国の企業では輸出規

模，輸出対象地域，市場集中度，輸出経路等の

変数を抽出することができた。

第2に，先進国との国際比較ができるまでに

成長して来ている韓国の輸出実績と輸出企業の

実績についてである。日本の場合は1868年明治

維新以来貿易立国を国是として小国土に近代工

業を興し，国際競争力の強化と自主技術の培養

に努力し， 1970年代には自由世界2位の経済大

国となる大成果をあげてきている。反面，韓国

の場合は輸出企業の競争要因の選択に大きな変

化が見られていることだ。 1960年代以後，急速

に伸びてきた韓国の輸出が，政府の輸出ドライ

ブ政策と高成長の達成と言う優先的な課題によ

って，物量本位でなされていたのは言うまでも

ない。

しかし後発発展途上国の猛烈な追い上げ

と，既存市場での競争深化による成長率鈍化は

企業目標の修正とし、う必然的命題を伴うように

なった。つまり，高成長の達成よりは高収益の

創出の方がより優先的企業目標となってくるの

である O 従って，本研究で実施した面接調査の

結果はこう言った企業目標の修正を合理化させ

る実証資料となるに違いない。海外輸出戦略に

習熟している日本の輸出企業とこれからの韓国

の輸出企業との比較は将来の課題であるともい

えよう。つまり，単なる数値的成長から中身本

位の成長へと落ち着いている日本の輸出企業で

あるに対し，これから中身を充実させようとし

ているのが韓国の輸出企業で、あるからである。

本研究はいろいろな側面で，研究の限界を表

してきた。まず，方法上の問題としては時間と

費用の制約により一部資料が郵送法による調査

と電話インタビューによって収集された。した

がって，資料の信j滋性の問題が出て来る。ま

た，標本企業を抽出する際に無作為抽出法が使
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用されず， 日本の場合は総売上上位200社と経

常利益上位200社から，韓国の場合は収益性と

成長性が良い企業を基にして人為的な方法によ

って選定されているから資料の代表性にその問

題があると言える O

また理論面でも，実際的に国際マーケティン

グ戦略でもって国際比較をした研究が殆どなさ

れていない状況にあり，競争戦略と輸出実績聞

の関係をテーマにして総合的な研究が殆どなさ

れていないということから，一つのフレームに

まとめるには大きな問題があった。今後これら

の問題を一つ一つ克服する研究がなされていか

ねばならないであろう。

以上のような問題を抱えながらも，本論文は

輸出企業の競争戦略と輸出実績聞の関係を測定

~， 日本と韓国の企業の輸出マーケティング戦

略の比較を行って見たものである。従って本研

究は性格上探索的色彩が強い。

しかし本研究においてあらわされた市場戦

略と競争戦略を統合した企業戦略の樹立の必要

性，企業目標に合った正しい戦略の選択，個別

市場と商品各に対する適合なマーケティング活

動の強化，国際市場の目覚ましい変化等の事実

に基づいてこれからの研究はなされていくべき

であろうしま、た，同時によりミクロ的な立場

での具体的な各業種聞の競争要因の分析と市

場，商品特性毎に適合する競争要因の比較分析

も合わせてなされるべきであろう。
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ト輸出戦略についてのアンケ}付録

会社名:

記入者:担当部門

職位

名前

〉には〉印を，一一ーには該当する事項を記入して下さい。*各質問を読んで(

A.企業一般

年1 .設立年度は?

年

3.資本金は?(1987年末現在〉

4.総売上の内輸出と園内販売の比率は?(1987年実績基準〉

輸出---_% 園内販売:

千8

2.輸出開始年度は?

Z 

5.主な輸出地域は?

先進国市場(

比率

一一一一~%
Z 

6.輸出対象国数は?一一一一一一一個国

輸出額順上位5カ国のみ記入して下さし、。 (1987年実績基準〕

国名 比率 国

一一←一_% 2) 

一一一一_% 4) 

一一一一%

開発途上国市場(

名

1) 

3)一一一一一一一一一

5) 一一一一一

〕木製品

〕一般機械類

〉石油製品

)自動車

〉テープレコーダ類

〆
t
、、
/
f
‘、
f
e
、、
r
t
、、
/
t
、、

7.主要輸出品目は?

輸出額上位5番まで順番を記入して下さい。 (1987年実績基準〉

( )農水産物 ( )皮，皮製品

( )衣類 ( )化学製品

( )織維 ( )金属製品

( )事務用機器 ( )テレビ

( )船舶 ( )科学光学機器

( )その他

細部輸出品目:

マーケティ γグ戦略

8.主たる輸出市場で当社の製品がもっている利点は何だと思いますか?

( )価格 ( )製品上の特徴(品質，技術的〕

( )サービス/納期 ( )その他

B. 

ブランド一一一一-z〉パイヤ

9.当社は製品輸出時どんなブランドを使用しますか?

( )オリジナノレ プランド % 

( )ブランドなし輸出一一一一-z

〕固定費を含めた平均生産原価

〕変動費

10.当社は輸出価格決定時どんなことを一番考慮しますか?

( )パイヤが提示した価格 ( 

( )国際市場価格 ( 
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14.当社は海外市場に対して販売促進活動をしていますか?

( )している ( )していない

14-1. しているとしたらその形態は?

( )海外市場調査活動 ( )人的販売(販売員直接活動〉

( )広告 ( )その他

14-2.海外市場調査活動をしているとしたら市場調査専門会社を利用しますか?

( )利用していない(直接している) ()国内専門会社だけ利用

( )園内及び海外専門会社利用

14-3.人的販売をしているとしたらその対象は?

( )園内に来ている問屋さんに対して

( )最終消費者

14-4.広告をしているとしたらその媒体は?

( )印刷媒体〈新聞/雑誌〉

( )その他(パンフレット，直接郵送......) 

11.当社の輸出製品の開発経路は?

( )自社開発

( )海外技術の導入による開発

12.当社はどんな経路を通して輸出していますか?

( )海外パイヤに直輸出

( )海外支社及び現地法人を通して
r
t

、、/，、、

f
t

‘、

〉自国の貿易商社を通して

〕国内駐在パイングオフィスを通して

〕その他

13.当社は現地法人や海外支社をもっていますか?

( )もっている ( 

C.実績資料

〉パイヤの注文による開発

〉その他一一一一一

一一一一一_%

Z 

一一一一一一万

一一一一一一万

一一一一_%

〉もっていない

〉現地にし、る問屋さんに対して

〉電波媒体(テレビ/ラジオ〉

15.当社の年度別輸出額は?

1980年 千事 1981年 千8

1982年 千$ 1983年 千$

1984年 千事 1985年 千8

1986年 千8 1987年 千事

16.当社の年間総売上と技術開発費は?

総売上 技術開発費

1980年 千$ 千8

1981年 千S 千$

1982年 千8 千$

1983年 千8 千8

1984年 千S 千8

1985年 千$ 千8

1986年 千S 千事

1987年 千8 千8

どうもありがとうございました!


